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中心市街地の活性化
水谷　守男＊
	 The	purpose	of	this	paper	is	to	investigate	the	possibility	of	reactivation	in	the	city	center.	
The	2	Reports	of	the	Government	and	the	Report	of	Fukuoka	Prefecture	presented	many	useful	
suggestions.	The	Central	and	Local	governments	will	give	a	lot	of	aides	to	private	bodies	of	city	
center.	But	it	is	very	difficult	to	realize	reactivation	in	the	city	center.
１．はじめに
1998（平成10）年にいわゆる「まちづくり三法」が制定され， 地方都市の中心市街地の衰退は， 改善の
方向に向かうと思われていたが， 一向に改善の兆しがなく， むしろ悪化の一途さえたどってきた。それば
かりではなく， 今後の日本の経済社会の動向からは， さらに一層深刻な事態に至ることも予想される。
政府は， このような事態を打開すべく， 特に地方主要都市における中心市街地の衰退に対する積極的な
対策を発動した。それは，「都市計画法等」の一部改正および「中心市街地における市街地の整備改善及
び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」（中心市街地活性化法）の一部改正である。
これに先立ち， 社会資本整備審議会の都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会は， 2005（平成17）年
７月に中心市街地再生小委員会を設置した。小委員会は， 有識者や関係団体等のヒアリングを含め， 中心
市街地衰退に関連する都市計画制度の問題点を多面的に検討し， 制度改善のあり方を審議した。その結果，
中心市街地の再生を図るために都市計画制度の見直しについて『新しい時代の都市計画はいかにあるべき
か』と題する第１次答申を， 2006（平成18）年２月１日に発表した。
また， 社会資本整備審議会の建築分科会は， 市街地の再編に対応した建築物整備部会を設置し， 都市構
造や市街地の再編に関連する現行制度や現状の都市の問題点を多面的に検討し， 制度改善のあり方を審議
し，『人口減少等社会における市街地の再編に対応した建築物整備のあり方について』の答申を行ってい
る。
また， 福岡県では，「まちづくり三法」の改正に備えて， 今後の県内の市街地再生の検討を図るべく「福
岡県中心市街地再生検討委員会」を2005（平成17）年２月発足させた。委員会は， 約１年にわたり７回の
検討会を重ねて， 2006（平成18）年４月に報告書を発表した。
筆者は， 福岡県大規模小売店舗立地審議会の会長を務めており， 審議会会長として， この委員会に参加
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した。福岡県においても， 他県と同様に， 大規模商業施設の立地が盛んであった。
大規模小売店舗立地法に基づいて設置されている福岡県大規模小売店舗立地審議会は， 大規模小売店舗
の周辺の地域の生活環境の保持の見地から意見を答申するのが役割である。したがって， 駐車需要および
騒音が配慮事項となっている。これらの事項に関して， 周辺地域の生活環境の保持が可能であれば， 審議
会としては「意見なし」として， 大規模店の出店を承認することになる。
大規模小売店舗立地法制定以前の「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」に
基づく大規模小売店舗審議会（通商産業省所管）の下では， 大規模小売店舗の出店に関しては， 商業活動
調整協議会（事前商調協および正式商調協）が消費者代表， 商業者代表， 学識経験者の意見の調整を行なっ
ていた。その後，審議会では， 再び， ３者の意見を聴取する意見聴取会を開催し， 特に売り場面積に関す
る判断を示していた。
しかし， 現在の大規模小売店舗立地審議会においては， 売り場面積に関する審議は全く行わず， 同法指
針（第４条第２項）の２項目に関する審議が中心である。この意味では， 出店者の立地の自由が大幅に拡
大されたといえる。
このような状況が， 中心市街地衰退の大きな一因となったことは否めない。それだけに， 検討委員会の
委員として参加していても，「悪者の代表」として参加しているようで， 意見を述べるのもなんとなく肩
身の狭い思いであった。
本稿では， まず， 社会資本整備審議会の２つの答申について， その概要を要約する。また， 福岡県中心
市街地再生検討委員会の報告書を概括し， ７つの提言を明らかにする。
さらに，「まちづくり三法」の改正について， その内容と方向性を示す。最後に， 今後の中心市街地の
活性化を図るための問題点を検討し， 街づくりの在り方を検討する。
２．社会資本整備審議会答申
社会資本整備審議会の都市計画・歴史的風土分科会の都市計画部会は， 中心市街地衰退に関連する都市
計画制度の問題点を多面的に審議するために，「中心市街地再生小委員会」を設置し， 現行制度改善のあ
り方を検討し， 2006（平成18）年２月に『新しい時代の都市計画はいかにあるべきか』（第一次答申）1 を
答申した。
また， 同審議会の建築分科会は， 建築規制や市街地の整備手法など市街地における建築物整備のあり方
について専門的な検討を行うため，「市街地の再編に対応した建築物整備部会」を設置して， 制度改善の
あり方を検討し， 2006（平成18）年２月に『人口減少等社会における市街地の再編に対応した建築物整備
のあり方について』2 を答申した。
「中心市街地再生小委員会」と「市街地の再編に対応した建築物整備部会」は合同会議を開催し， 意思
の疎通を図ってからそれぞれ答申を行っている。この２つの答申が打ち出している改善のあり方を明らか
にし， 中心市街地再生の問題点を見出すことにする。
（1）中心市街地再生小委員会の答申
答申は， まず， 現状分析として都市機能の拡散と中心市街地の空洞化を取上げる。拡散と空洞化をもた
らした都市を取り巻く環境の変化として３点を挙げている。①人口減少と超高齢社会の到来， ②モータリ
1	 	 社会資本整備審議会（2006）（A）『新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。（第１次答申）』国土交通省
2	 	 社会資本整備審議会（2006）（B）『人口減少等社会における市街地の再編に対応した建築物整備のあり方について（答申）』国
土交通省
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ゼーションの進展， ③産業構造の転換である。このような都市環境の変化は， 公共公益施設の郊外移転の
促進や大規模商業施設の郊外立地などによって都市機能が拡散した結果であるという。さらに， 中心市街
地の空洞化については， ①居住人口の減少と商業機能の衰退の関係， ②業務機能・文化交流機能における
中心性の低下， ③空き店舗・空き地の増加の３点を， その要因として挙げている。中心市街地活性化対策
にもかかわらず， 空洞化が止まらないのは， 中心市街地の再生を阻む要因があるとして， ５つを挙げる。
①行政の取り組み， ②商業者の取り組み， ③地権者の取り組み， ④事業実績上の障害， ⑤推進体制などで
ある。
ついで， 都市構造改革の必要性と方向について触れ， これからの都市構造の動向としては， 都市機能の
拡散傾向が今後も継続することを予測する。したがって， これまでの無秩序な拡散がもたらす都市構造上
の諸問題と広域的都市機能のスプロール問題を今後の課題として指摘している。そして， 都市構造改革の
方向として， 集約型都市構造の実現を提唱し， 集約拠点として中心市街地の再生の重要性を強調する。
集約型都市構造とは， 超高齢社会における都市機能へのアクセシビリティの確保， 既存ストックの有効
活用等による都市経営コストの抑制， 多様な都市機能の集積による賑わいの創出， 自然環境負荷の低減，
などが実現されるような都市を想定している。
このような都市構造改革の実現に向けた制度改善の方向としては， 広域的都市機能の適正立地を実現す
るために， 土地利用の規制と開発許可を挙げる。特に， 土地利用のゾーニングの強化， 住民の積極的参加，
１市町村の視点ではなく広域的な視点からの適正立地を必要としている。また， 開発許可については， 大
規模計画開発の例外の見直し， 公共公益施設の対象への追加を挙げている。さらに誘導支援策としては，
活性化法の総合的な制度体系への転換， 政府の集中的・積極的な支援， 街なか居住の促進， 都市交通施策，
などを挙げ， また， 体制整備として， 幅広い主体が参加する新たな組織と支援体制の充実と整備推進機構
の拡充を示している。
（2）建築物整備部会の答申
この答申も， 合同会議の結果を受けて， 再生小委員会の都市構造の動向と市街地の再編の必要性を強調
している。すなわち， 都市構造を転換して， 一定の都市機能が集積して都市構造を目指す必要があるとし
ている。そして都市機能の配置は， 生活する多くの人にとって利便性が高く， 暮らしやすいような都市を
作る視点が重要であるとする。
当面の見直しの方向は， まず， 建築規制の見直しとして， 用途制限の見直し， 白地地域における用途制
限を強調し， これまでの乱開発に歯止めが必要であるとする。また， 街なか居住の推進による定住人口の
確保の必要性も指摘する。さらに， 利便性の高い市街地の形成には， 病院等の公共公益施設の多様な都市
機能集積が必要性であるが， 地域のポテンシャルにあった再開発の重要性も指摘している。したがって，
必ずしも高層化しない身の丈にあった再開発の促進を示唆している。
（3）２つの答申
２つの答申の内容について要約したが， それぞれの委員会が検討を重ねる途中で， 合同会議を開催して，
内容に矛盾を生じないように配慮した答申であった。「中心市街地再生小委員会」は， 国土交通省の都市・
地域整備局都市計画課が所管しており，「市街地の再編に対応した建築物整備部会」は， 住宅局市街地建
築課が主体となっている。したがって， 各課の特徴があまり強く反映されると， 審議会の答申としての統
一性を損なうことになりかねないので， 合同会議によって調整を図ったと思われる。
「中心市街地再生小委員会」は， 都市計画課が主体であるから，「ソフト」な側面から， 主として土地の
用途別指定の観点から都市機能を検討しているといえよう。したがって， これまでの都市計画区域外につ
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いて， 農地も含めた土地利用の秩序が必要な区域等に広く準都市計画を指定する必要性を強調している。
「市街地の再編に対応した建築物整備部会」は， 市街地建築課が主体であるから， むしろ「ハード」な
側面からのアプローチといえよう。都市計画での用途別の指定を受けて， その範囲内で， 施設の配置に
よって都市機能が大きな影響を受けることを考慮して， 施設の無秩序な立地を規制したり， 立地の際の規
制等による重要性を強調している。また， 街なか居住の推進を実現するためには， 公的賃貸住宅等の整備
支援や民間の優良な住宅整備の補助などの多様な援助の手法を提案している。
３．福岡県中心市街地再生検討委員会報告書
福岡県は，「まちづくり三法」の改正を見越して， 逸早く中心市街地活性化に取り組むために，「福岡県
中心市街地再生検討委員会」を立ち上げ， 先進県としての役割を果たそうとした。委員会は， 約１年にわ
たり７回の検討会を重ねて， 2006（平成18）年４月に報告書『福岡県中心市街地再生検討委員会報告書～
街なか再生の実現方策～』を発表した。
報告書は３部構成である。第１部は，「街なかの現状分析」であり， 街なか再生に取り組む主旨を説明し，
県内の都市で何が起きているかの実態を明らかにしている。さらに， 街なか衰退の原因を究明し， 最後に，
街なか再生の必要性を指摘し， 再生の意義を明らかにし， 提言１および提言２を行っている。
第２部は，「施策の目標」であり， 再生に向けた都市構造のあり方と街なか再生の基本的な考え方を示
し， 提言３を行っている。
第３部は，「街なか再生に向けた施策」であり， 具体的な施策， 対策， 方策などを示している。街なか
居住推進に向けた施策， 集客力を向上させるための施策， 大規模集客施設の適正立地に向けた施策， さら
に街なか再生のための連携方策について検討を加えている。ここでは， それぞれの問題点について， 提言
４から提言７までの４つの提言を行っている。
この報告書で用いられている「街なか」とは， 多様なサービスが集積し， 自家用車に過度に依存しなく
ても暮らせる定住の場であり， 地域の伝統・歴史を継承し， 文化や雇用等を創出する場をさしている。さ
らに，「街なか再生」とは， 単に昔のような状態に“まち”を戻すことを目指すものではなく， 現在及び
将来の社会ニーズに対応した， 新しい魅力的な都市生活ができる場を， これまでの基盤を活かしながら創
ることを意図している。
報告書の内容について， その概要と提言を詳細に見ることにしよう3。
（1）都市機能の拡散から集積へ
この報告書の第１部では， まず， 県内の都市の現状分析を行い， 福岡都市圏などの人口増加が顕著な市
町村がある一方， 筑豊， 筑後地域などでは人口減少傾向の市町村が多く， 人口構成でみると， 筑豊， 筑後
地域に老年人口比率が高い都市が多く， 逆に福岡地域に少ないなど地域差が大きくなっている。また， 自
動車依存による生活への変化とともに， 幹線道路の整備が進み都市機能が拡散し， 公共交通施設の維持が
困難となっている。さらに近年では， 街なかの商業集積の規模をはるかに上回る大規模商業施設が郊外に
立地するなど， これまで蓄積してきた都市機能の集積が急激に変化していることを指摘している。
中心市街地が衰退した原因について， 報告書は数多くの原因を挙げる。すなわち， 人口増加， 自動車依
存， 都心と郊外の地価格差， 郊外での戸建て住宅の志向， 大型店でのまとめ買い， 土地利用規制の影響，
大型商業施設立地を容認， 公共施設の郊外立地， などである。これらは， これまでに多方面で指摘されて
3	 	 福岡県中心市街地再生検討委員会（2006）『福岡県中心市街地再生検討委員会報告書～街なか再生の実現方策～』福岡県
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きた要因である。このようなさまざまな要因が複合的に重なって街なかの魅力が低下し， 衰退したとして
いる4。
都市機能が郊外に拡散する問題点として， 今後の社会の変化（少子・高齢化， 犯罪の広域化・増加， 環
境問題の深刻化， 価値観の多様化， 自治体投資余力の減少）を考慮すると拡散による弊害（不便な都市，
災害， 犯罪， 環境負荷の増大， 地域経済が不安定， 財政負担の増大）などが指摘されている。
ここで， 提言１「都市機能が拡散する都市づくりから都市機能を集積する都市づくりに変えていくこと
が必要である」5 が示されている。
（2）街なか再生の戦略的取り組み
これからの社会に対応した街なか再生の意義については， 都市機能を拡散から集積に変え， 便利， 安全，
魅力ある都市生活を送れるコンパクトなまちづくりが重要あるとし，「歩いて楽しく暮らせる都市」「活力，
個性をいかした都市づくり」「持続的発展が可能な都市」の実現を図る必要を強調する。
ここで， 提言２「これから直面する社会情勢の変化の中でも， 持続的発展を続けるための都市づくりの
目標を共有し， 今こそ， これまでに蓄積してきた各都市の個性を活かし， 街なか再生に戦略的に取り組む
ときである」6 が示されている。
（3）多様な機能の適切な集積と必要な施策の推進
第２部の施策の目標は， 前述のように， 街なか再生に向けた都市構造のあり方と街なか再生の基本的考
え方について検討している。都市構造のあり方は「膨張型」から「集約型」への転換である。再生の基本
的な考え方の第１として， 福岡県が優先的に取り組む施策は， 街なか再生に最も効果が高いと考えられる
「街なか居住の推進」と「街なかの集客力の向上」を図る支援策を充実するとともに， １つの市町村の取
組みでは限界があり， 広域的取組みを必要とする「大規模集客施設の適正立地」に重点的に対応していく
ことが重要とし， これらの３つの施策を展開するにあたり， 街なか再生に関するビジョンを策定するなど，
意識の共有を図るとともに総合的に取り組むことが重要であるとする。
ここで， 提言３「単に商業機能を中心とした中心市街地の再生から， 商業， 居住， 医療， 伝統， 歴史，
文化， 雇用など多様な機能が適切に集積し， 新しい魅力的な都市生活が行える『街なか再生』に転換し，
必要な施策を推進していく必要がある。この実現のため，『街なか居住の推進』『街なか集客力の向上』『大
規模集客施設の適正立地』の各施策を組み合わせ， 集中的に展開することが必要である」7 が示されてい
る。
（4）その他の施策の方向性
再生の基本的な考え方の第２の「街なか居住の推進」の施策展開では， ①賑わい施設の併設など街なか
居住に適した優良な街なか住宅の整備・誘導， ②街なかの細街路整備， 街区公園整備等， 良好な居住環境
の整備， ③様々な居住関連サービスに関する支援・仕組みづくり， ④街なかコミュニティの再生に資する
支援・仕組みづくり， ⑤安心でわかりやすい住宅市場の環境整備の５つを挙げ， 各種資源の有効活用と民
間活力導入の重要性を強調している。
第３の「街なか集客力の向上」の施策展開では， 街なか商業の活性化による街なか集客力の向上を図る
4	 	 同上書　２頁
5	 	 同上書　４頁
6	 	 同上書　５頁
7	 	 同上書　７頁
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には， ①街なか活性化の必要性について地域住民， 地権者等の理解を高める等， 街なか再生へ向けた意識
の醸成を図ることが必要である。②商店街と地域住民， NPO 等地域団体との連携の促進， TMO の活動
促進， 大型店と地域商店街， 地域経済団体等との連携促進等を図ることが必要である。③行政， 商店街，
地域住民等が連携し， 街なか再生に向けた計画づくりなど中心市街地活性化法関連施策の活用促進を図っ
たり， 市町村， TMO， 地域住民が一体となって取り組んでいる商店街へ重点支援することにより， 商店
街活性化の成功事例を創出することが必要である，としている。さらに， 観光等その他方策による街なか
集客力の向上を図る必要もあるとする。
第４の「大規模集客施設の適正立地」については， 大規模集客施設の適正立地を， ゾーニングやゾーニ
ング変更の手続きにより実現すべきであり， 大規模集客施設適正立地は， 持続可能な県土づくりを進める
ために， 街なかの活力の維持・再生や， 地域の生活拠点の維持・再生， 郊外の自然環境の保全， 大規模集
客施設の立地と撤退による影響の軽減を目的とすべきである。また， 大規模集客施設の立地調整を行い，
原則， 街なか以外での立地を抑制し， 新たに郊外部に孤立立地する大規模集客施設については， 持続的な
土地利用の担保を行い， 計画的な都市づくりを行うことが必要と考えている。さらに， 立地の影響範囲が
１つの市町村を超える可能性のある大規模集客施設の立地を伴う場合は， 県が判断する制度を創設するこ
とも必要であるという。
（5）街なか居住の推進
第３部の街なか再生に向けた施策についてのまず第１は， 街なか居住の推進に向けた施策として， 街の
魅力の向上が必要であるとし， ４つの取り組みを挙げる。①優良な「街なか住宅」の整備から管理・運営
段階におけるコミュニティ形成支援充実と居住サービス支援との連携強化， ②賑わい施設等を併設した優
良な「街なか住宅」の整備と空家等の既存ストックの有効活用方策の充実， ③居住環境の整備や良好な街
並形成のための整備・誘導方策の充実， ④円滑な住み替えを可能とする住宅市場環境整備の推進， である。
ここで， 提言４「街なか居住推進に向けた施策として以下の施策が必要である。①魅力的な街なかライ
フスタイルを可能とする住まいづくりの普及・啓発， ②優良な『街なか住宅』の整備から管理・運営段階
におけるコミュニティ形成支援の充実と居住サービスとの連携強化， ③にぎわい施設等を併設した優良な
『街なか住宅』の整備と空き家等の既存ストックの有効活用方策の充実， ④居住環境の整備や良好な街並
み形成のための整備・誘導の充実， ⑤円滑な住み替えを可能とする住宅市場の環境整備を推進」8 が示され
ている。
（6）街なかの集客力向上の施策
第３部の街なか再生に向けた施策についての第２は， 街なかの集客力を向上させるための施策である。
具体的な取り組みとして， 商店街活性化施策の充実， 改善と集客力向上の重点支援策が検討されている。
その結果， ここでは， 提言５「街なかの集客力の向上のため以下の施策が必要である。①街なか活性化に
向けた地域住民・地権者等の意識の醸成， ②地元ニーズに対応した施策への改善及び商店街と地域の住民
団体等との連携の促進， ③成功のポテンシャルの高い商店街等が行う戦略的事業に対して重点的に支援
し， 成功事例を創出」9 が示されている。
（7）大規模集客施設の適正立地
第３部の街なか再生に向けた施策についての第３は， 大規模集客施設に関する施策であり， ５つに分け
8	 	 同上書　11頁
9	 	 同上書　12頁
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られる。すなわち， ①誘導イメージ， ②立地ビジョン， ③変更手続き， ④立地誘導との調和， ⑤撤退対策
である。
まず， ①誘導イメージでは， 市町村が策定する都市計画マスタープランや用途地域と都市機能の配置な
ど現状の市街地の実態が乖離している場合がある。それを改善するため， 大規模集客施設について適正立
地に向けたゾーニング強化を行い， ベースの立地規制を厳しくする必要がある。原則として立地できない
場所を明確にし， 将来の望ましい都市構造を検討し， 現状の市街地の実態を考慮して大規模集客施設の適
正立地を検討することが必要である。したがって， 現状の市町村マスタープランと整合した「街なか」の
機能強化を図るため， 街なかに大規模集客施設を誘導するべきであるとする。しかし， 都市構造の変化や
都市構造上， 問題がない場合は， まちづくりの観点から客観的に判断し， 都市圏の新たな拠点として位置
づけ郊外立地を可能とするが， 郊外立地を適切と判断する場合は， 都市マスタープランの修正と商業地域
等の指定を行い， 都市計画上の位置づけを明確にする必要がある。
②立地ビジョンでは， 県が大規模集客施設の立地ビジョンを新たに策定すべきであるとする。特に， 立
地の影響範囲が１つの市町村を超える場合には， 広域的な立地調整が必要となる。そのため， 街なかの活
性化に相乗効果をもたらす大規模集客施設の立地を実現する基本的考え方を明示し， この基本的考え方
を， ゾーニング強化や手続きに反映し， 適正立地を実現するのが望ましい。都市圏の「広域拠点」に位置
づけられる街なかに広域的な影響を及ぼす大規模集客施設の立地を誘導する場合には，「生活拠点」に位
置づけられる街なかに， 影響範囲が１市町村の範囲にとどまる大規模集客施設の立地を誘導する。また，
「広域拠点」「生活拠点」以外での大規模集客施設の立地を抑制する。
③変更手続きでは， 都市計画の変更手続きの主な対象なるのは， ゾーニングで原則として立地できない
地域に， 都市構造への影響が顕著である大規模商業施設立地を検討する場合である。また， 大規模公共公
益施設についても街なかへの立地誘導を図るべきである。市街化区域以外の立地の場合は， 都市計画マス
タープランヘの位置づけ， 地区計画の指定等の都市計画手続きを経て立地することとする。大規模集客施
設の立地調整における県と市町村の役割分担について， 立地の影響が１つの市町村を超える可能性のある
大規模集客施設は県が主体となるべきであるとして， 県の役割を明確にしている。また， 関係市町村から
立地調整の要請がある場合などで， 広域的影響があると判断した場合は， 県が広域行政庁として主体とな
るべきだとしている。さらに， 変更手続きの方法は， 制度運用後， 一定期間経過後にまちづくりへの効果
を検証することなどにより必要に応じて見直しを行うこととすべきであるとしている。
④立地誘導と調和については， 大規模集客施設の街なかへの立地を促進するために，（ア）まちづくり
を担う主体の形成，（イ）大規模集客施設事業者とまちづくりを担う主体の協議体制の形成，（ウ）両者の
連携による立地の実現化， などの誘導の仕組みを確立する必要があるとし， 低未利用地情報のデータベー
スの構築， 土地有効利用事業等の活用促進， 公共交通の利用促進， など８つの個別施策について， 実現性
を検討上， 導入すべきであるとしている。
⑤撤退対策については， 計画的なまちづくりを行う上で， 郊外型の大規模店舗は数年の営業期間で撤退
する店舗もあり， 都市構造への影響が大きいと指摘する。そのため， 協議後立地した大規模店舗の撤退対
策として， 一定期間前の事前通告， 都市計画税徴収， などの５つの対策を考えている。
ここで， 提言６「大規模集客施設の適正立地に向けて以下の施策が必要である。①街なかに大規模集客
施設を誘導するため， 街なか以外でのゾーニング規制を強化する。②ゾーニングで立地できない地域に立
地を検討する場合は， 都市構造上問題がないか， まちづくりの観点から客観的に判断し， 都市計画上の位
置付けを明確にする。③立地の影響が概ね１つの市町村の範囲に留まる大規模集客施設は， 市町村が， 立
地の影響が１つの市町村を越える大規模集寧施設は， 県が調整主体となる。④県は， 大規模集客施設の立
地に関する基本的考え方として， 大規模集客施設の立地ビジョンを策定する。⑤広域的な影響のある大規
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模集客施設の立地の可否を判断する場合には， 関係市町村の意見等が反映されるとともに， 県都市計画審
議会を活用するなど客観的な判断が反映される仕組みとする。⑥大規模集客施設の街なかへの立地を促進
する仕組みを確立するとともに， それを支援する総合的な施策を重点的に講じる。⑦郊外に新規立地する
大規模集客施設の撤退によるまちづくりに対する影響を緩和するため， 土地利用の持続可能性について考
慮し判断する。」10 が示されている。
（8）連携方策
第３部の街なか再生に向けた施策についての第４は， まちづくりを担う多様な主体が目標を共有し， 街
なか再生に向けた協議と協働による実践の必要性である。具体的な連携方策として， ①まちづくりを担う
主体（地元商業者， 地元自治体， 地元住民， 地権者， 大規模店舗事業者， 地域経済団体， 企業， 大学， 不
動産・金融等事業者など）の形成， ②まちづくりの目標を共有， ③目標実現のための協働による施策の推
進体制を構築， ④これまで難しかったプロジェクトの実現， の４つを挙げている。
ここで， 提言７「街なか再生を実現するため， 多様な主体が連携してまちづくりを担う主体を掲載し，
協議と協働による実践が必要である」11 が示されている。
４．「まちづくり三法」の改正
中心市街地商店街の衰退が顕著になって以来， その傾向が加速的に進展し， 深刻化している。特に地方
都市では， ○○銀座と言われた中心商店街は， シャッターの下りた商店が多くなり， 人通りも疎らで， 賑
わっていた当時の面影は見られなくなっているところが多い。このような衰退の原因に関しては， 多くの
論者が， 多くの要因を挙げているが， それらの要因が複合的に作用した結果であると思われる。
国土交通省の社会資本整備審議会においては， 前述のように，「中心市街地再生小委員会」と「市街地
の再編に対応した建築物整備部会」において， 人口が減少する時代の新しい都市計画のあり方と市街地の
再編に対応した都市のあり方を検討し， 中心市街地の空洞化， 広域的都市機能のスプロール， 都市計画・
建築規制， 市街地整備などに関する答申を行った。
政府はこれらの答申を踏まえて，「まちづくり三法」の改正を行った。それは，「都市の秩序ある整備を
図るための都市計画法等の一部を改正する法律案」と「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等
の活性化の一体的推進に関する法律の一部を改正する法律案」の国会への提出である。前者は2006（平成
18）年５月24日に成立し， ５月31日に公布された。後者は５月31日に成立し， ６月７日に公布された。
これらの改正の内容について， 概略を説明しよう12。
（1）都市計画法等
今回の改正は６点である。すなわち， ①市街化区域， 用途地域における立地規制， ②非線引き白地地域
等における立地規制， ③用途を緩和する地区計画制度の創設， ④準都市計画地区の見直し， ⑤都市計画手
続き等の円滑化， 広域調整手続きの充実， ⑥開発許可制度の見直し， であり， いずれも社会資本整備審議
会で答申された内容を法制化したものである。
今回の改正で， 特に， 注目されるのは特定大規模建築物（以下， 大規模集客施設と記す）に係る立地の
規制である。
10	 同上書　15頁
11	 同上書　16頁
12	 国土交通省都市・地域整備局まちづくり推進課／都市計画課監修（2006）『概説　まちづくり三法の見直し』ぎょうせい
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①市街化区域， 用途地域における立地規制では， 商業地域， 近隣商業地域及び準工業地域以外の用途地
域内においては床面積の合計が10,000㎡を超える劇場， 店舗， 飲食店等は， 原則として建築してはならな
い。また， 近隣商業地域における建築物の用途の制限に関し， 客席部分の床面積の合計が200㎡以上の劇
場， 映画館， 演芸場， または観覧上の用途に供する建築物については規制を緩和する， と規定している。
（建築基準法第48条及び別表第２）
②非線引き白地地域等における立地規制では， 都市計画地域及び準都市計画区域内の用途地域の指定の
ない区域（市街化調整区域を除く）内においては， 床面積の合計が10,000㎡を超える劇場， 店舗， 飲食店
等は原則として建築してはならない， と規定している。（建築基準法第48条及び別表第２）
③用途を緩和する地区計画制度の創設では， ①と②によって規制強化される用途地域及び非線引き都市
計画区域内の白地地域においては， 大規模集客施設の立地も認める新たな地域計画制度（開発整備促進区）
を創設した。（都市計画法第12条の５－４）
④準都市計画地区の見直しでは， 農地を含む土地利用の整序が必要な区域等に広く指定できるよう準都
市計画区域内の要件を緩和するとともに， 指定権者を都道府県に変更した。（都市計画法第５条の２－１，
２）
⑤都市計画手続き等の円滑化， 広域調整手続きの充実では， 一定の開発事業者が都市計画提案をおこな
えるよう， 都市計画提案権者の範囲を拡大し， また， 広域調整の強化のため， 都道府県知事が市町村の都
市計画決定等に対する協議同意を行う際に， 関係市町村から意見を聴取するできることとしている。（都
市計画法第19条の３，５）
⑥開発許可制度の見直しでは， 市街化調整区域内の大規模開発を許可できる基準を廃止し， 病院， 福祉
施設， 学校， 庁舎等の公共公益施設を開発許可等の対象とする。（都市計画法第29条）
などが改正の主要点である。
この法律の施行日は， 公布の日から起算して， 都市計画の提案制度関係は， ３ヶ月以内， 準都市計画区
域の指定， 広域調整手続関係は， ６ヶ月以内， 大規模集客施設の立地規制， 開発許可関係は， １年６ヶ月
以内とされている。したがって， 大規模集客施設の立地規制， 開発許可関係は2007年11月30日からの施行
となった。
（2）中心市街地活性化法
「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」が今回の改正
によって「中心市街地の活性化に関する法律」と題名が変更された。これは， 中心市街地の活性化を政府
がいかに重視しているかの現われでもある。
①基本理念・責務規定については， 近年の社会経済情勢の変化に対応して， 中心市街地における都市機
能の増進と経済活力の向上が緊要であるとの趣旨から， この改正によって， 新しく中心市街地の活性化の
基本理念を規定している（第３条）。さらに， 地域の自主性及び自立性を尊重しつつ， 国が施策を総合的
に策定し， 実施する国の責務（第４条）と地方自治体の責務（第５条）およびこれらの事業に協力する事
業者の責務（第６条）を規定している。
②国による「選択と集中」の仕組みの導入については， 国の責務を明確にするために， 内閣総理大臣を
本部長とする中心市街地活性化本部の創設（第56～65条）することも規定している。さらに， 基本方針を
定めること（第８条）及び基本計画は内閣総理大臣の認定制度（第９～13条）を規定している。
③多様な関係者の参画を得た取組の推進については， 第15条に規定するように， 基本計画ならびに認定
基本計画及びその実施の必要な事項等を協議するため， 多様な民間主体が参画する中心市街地活性化協議
会の設置を法制化している。
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④支援措置の大幅な拡充については， 今度の改正によって， 認定基本計画への支援に関して， 政府が積
極的に援助する方向が盛り込まれている。（ア）都市機能の集積促進としては， 暮らしにぎわい再生事業
の創設， まちづくり交付金の拡充， 中心市街地内への事業用資産の買い替え特例の創設ひえ折法人を指定
対象に加える等中心市街地整備推進機構の拡充。（イ）街なか居住の推進としては， 中心市街地共同住宅
供給事業の創設， 街なか居住再生ファンドの拡充。（ウ）商業等の活性化としては， 中心市街地における
空き店舗への大型小売店舗出店時の規制緩和， 戦略的中心市街地商業等活性化支援事業の拡充， 商業活性
化空き店舗活用事業に対する税制等の拡充。（エ）その他としては， 公共空地等の管理制度， 共通乗車券
の特例の創設など， である。
政府は， ２つの法律の改正により， 従来に比して， きめ細かい支援策を設けることによって， 特に地方
都市の中心市街地の活性化を積極的に推進することによって， 地方分権の実質的な充実を図ろうとしてい
る。
５．中心市街地の再生の可能性
「まちづくり三法」の改正によって， 特に地方都市の中心市街地の活性化が促進されることになるのだ
ろうか。前述した社会資本整備審議会答申と福岡県中心市街地再生検討委員会報告書， 改正された「まち
づくり三法」およびコンパクトシティ論等を吟味しながら， 今後の中心市街地の再生の可能性について考
察する。特に， モータリゼーションや大規模商業施設の郊外立地などが， 今後の中心市街地活性化とどの
ように係わってくるかを中心に検討する。
（1）報告書と答申
福岡県中心市街地再生検討委員会報告書は， ７つの提言を行っている。現状分析に関する提言１，２は，
都市機能の拡散型から集積型への転換と都市個性の活用の戦略に関するものである。答申も集約型への転
換を提言している。この点では， 両者の考え方は共通である。政策目標に関する提言３では， 各種の大規
模集客施設の適正立地を主眼とする。答申も大規模建築物の規制などによる中心市街地への都市機能の集
積と広域的都市機能の適正配置を提言する。街なか再生施策に関する提言４～７は， コミュニティ形成，
地域住民等の意識醸成， 大規模集客施設等の誘導， 各種団体の協議・協働などを挙げているが， 答申では，
国の立場から都市計画制度の改善や集約への誘導支援策を答申している。
報告書と答申では， 基本姿勢については変わらないが， 政策実現の施策に関しては， 国と県の立場の差
が明確に現れている。
（2）コンパクトシティ論
近年， 特に地方都市において， 中心市街地の再生の１つの在り方として， コンパクトシティ論が取上げ
られている。例えば， 青森市， 金沢市， 福島県などである。
コンパクトシティは， 欧州で発展した都市形態論であり， ヨーロッパの多くの都市においては， 少なく
とも都市の中心部は， 数百年前に計画的に形成されていたが， その後の都市化と自動車の普及により， 都
市の郊外化が進んだ13。しかし， 中心市街地は， 教会と市庁舎と広場で代表され， それに商店街が立ち並
ぶという図式である。自動車が普及した現在でも， 道路標識は「city	center」となっていることが多く，
13	 海道清信（2001）『「コンパクトシティ　持続可能な社会の都市像を求めて』学芸出版　19頁
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都市の中心としての役割をはたしている。
また， コンパクトシティの概念については， 徒歩圏内での地域計画， 用途や機能の混合， 空地や既存の
土地の再利用， 多様な居住者によるコミュニティの形成， エネルギー消費の低減・効率化， 公共交通の整
備と利用促進， 中・高密度の人口計画， 公共空間の重視， 多角的な都市の形成， などの特徴を挙げられて
いる14。
さらに， 21世紀の街づくりは， 安心・安全なまちづくりが重要であり， それにはパーミアビリティとコ
ミュニティが不可欠である。これまでのように密集住宅地を高層化によって再開発するのは， かえって
パーミアビリティを引き下げるという15。
したがって， 中心市街地を再生するために， 人口定着の手段として高層住宅などを計画するのは， むし
ろ， コンパクトシティを否定することにならないだろうか。
（3）モータリゼーション
わが国においては， もともと， 都市と農村の区別が明確でなく， 道路沿いに商店や住居が立ち並ぶとい
う江戸時代の延長線上の街が多く， ヨーロッパの都市のような形態ではなかった。それが， 戦後の住宅不
足の解消のために， 住宅公団の団地がアクセシビリティを無視して， 郊外の丘陵地などに数多く建設され
た。その後， さらに， 所得水準の上昇による庭付き一戸建て志向が， 民間業者による新興住宅団地の開発
を刺激し， アクセシビリティを無視して， 拡散的に無秩序に展開された。これを助長したのが自動車の普
及である。その上， 道路整備の進展と消費生活形態の向上的変化がこれに拍車をかけて， 郊外への拡散が
浸透していった。
ヨーロッパでは， 馬車などの利用により道路利用が車と人に分化して， それに応じて都市形成が行われ
た。しかし， わが国では， 徒歩社会が長く続いたため， 道路が未発達・未分化のまま残され， 居住が形成
されてきた。これが， 第二次大戦後の急速な車社会への移行によって大きく変化した。
答申においても，「モータリゼーションは， 都市計画法が制定された昭和40年代中頃と比較して， 自家
用車保有台数が約４倍， 運転免許保有者数が約３倍となるなど， 劇的に進展し， 都市の居住者の多くが自
家用車を利用する状況へと変化した。都市計画道路の改良済み延長も３倍を超えており， 都市の物理的環
境における自動車のモビリティも大きく向上した。とりわけ地方部においては， 通勤その他の日常生活に
おける自家用車利用が顕著である。この結果， 公共交通の分担率が低下しており， 日常生活における自動
車への依存が高まっている。」16 と， 過去の経緯を踏まえての現状を認識している。
さらに，「郊外部における開発に関しては， 基盤整備を伴った良好な環境の中で郊外居住が進むことは
一概に否定されるべきではなく， 居住者の日常生活に必要な都市機能（例えば郊外居住者のために必要な
店舗， 診療所等）が郊外居住と併せて郊外立地することも， 同時に一概に否定されるべきではない。」17 と
して自動車社会の定着を容認している。
答申の「２．市街地の再編に対した建築物整備のあり方に関する基本的な認識」において，「モータリ
ゼーションの進展を踏まえると， 生活圏の広域化や， 郊外住居者の日常生活に必要な都市機能が郊外に立
地することを全面的に抑制することは合理的ではなく， 週末に家族揃って車で大規模商業施設に出かけ一
週間分の買い物をするというライフスタイルを有する消費者・生活者が多く存在することも軽視してはな
らない」18 とし， モータリゼーションに対する基本的な姿勢を示している。
14	 松永安光（2005）『まちづくりの新潮流』彰国社　181頁
15	 同上書　194頁
16	 社会資本整備審議会（2006）（Ａ）２頁
17	 同上書　８頁
18	 社会資本整備審議会（2006）（Ｂ）９頁
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運転免許の年齢別保有者率を見ると， 表１に示すように， 70～74歳は45.2％であるが， 年齢が若くなる
に従って増加しており， 35～39歳では96％にも達している。高齢者の保有率が低いのは女性の保有者が少
ない結果である。しかし， 地方においては公共交通機関の普及が低水準であるため， 高齢者であっても，
運転免許保有者が多く， 男女を問わず自動車の利用が多くなっている。
確かに車社会がもたらした弊害は大きい。特に地球温暖化問題は避けて通れない重大な環境問題であ
る。しかし， 今後の自動車産業における技術革新の進展から考えると， 車の性能が飛躍的に向上し， 運転
が一層容易になると予想される。また， CO2排出の化石燃料からクリーン燃料への転換も急ピッチで進行
している。さらに， 車自体の小型化， 軽量化が可能となり， それに併せて道路利用の形態も変化すること
も考えられる。ここまで普及した全天候型で利便性の高い車が庶民の足としての役割を縮小させること
は， これに変わる強力なライバルが出現しない限り不可能であろう。
このように考えると， 答申も容認するように， わが国の今後の経済社会においては， 依然として車社会
であることを前提としなければならないだろう。
（4）歩いて楽しく暮らせる都市づくり
報告書は， 第１部の「これからの社会に対応した街なか再生の意義」の中の３つの意義の最初に，「歩
いて楽しく暮らせる都市づくり」を掲げている。これからの少子高齢社会を念頭に置いた都市づくりを志
向するもので， 安心・安全と同時に， 歩いていける範囲内に医療施設， 商業施設， 働く場所， 公共施設等
が集積した街中を想定している19。
また， 答申においても，「市街地整備の考え方」のなかで， 例えばとしているが，「歩いて暮らせるまち」
「高齢者が暮らしやすいまち」と言う表現を用いて， 市街地の機能集積の必要性を指摘している。したがっ
て， 街なか居住の推進を提唱し， 街なかの賑わいの再来を期待している。
果たして， 歩いて楽しく暮らせる都市づくりが可能なのだろうか。車社会の対立軸として徒歩社会が考
19	 福岡県中心市街地再生検討委員会　５頁
表１　年齢別自動車免許保有者数および保有割合
年齢別 年齢別保有者
（単位1000人）
年齢別人口
（単位1000人）
保有割合
（％）
16-19 1,337 5,221 25.6
20-24 6,007 7,312 82.2
25-29 7,429 8,014 92.7
30-34 9,089 9,644 94.3
35-39 8,907 9,273 96.1
40-44 7,424 7,982 93.0
45-49 6,976 7,694 90.7
50-54 7,204 8,419 85.6
55-59 8,728 10,825 80.6
60-64 5,841 8,143 71.7
65-69 4,664 7,624 61.2
70-74 3,148 6,819 46.2
75-79 1,726 5,412 31.9
80-84 682 3,658 18.6
85- 169 3,094 5.5
79,330 109,134 72.7
注）運転免許保有者数は『運転免許統計』平成18年度警察庁交通局運転免許課，
人口は人口統計研究所資料
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えられる。しかし， 徒歩社会は超高齢者社会の出現に合わせた発想ではないだろうか。高齢者の日常生活
においては， 日々の食料品を買う商店や病院が主であろう。それも冷蔵庫の普及で， 生鮮食料品の貯蔵が
可能となり， 毎日とは限らなくなり， まとめ買いが多くなる。沢山の買い物を歩いて持ち帰れるだろうか。
また， 健康を害した時に訪れる病院も年中訪れるわけではなし， 徒歩で通院できるとは限らない。腰や膝
に不安を持つ高齢者は多い。高層住宅で自然と隔離された状況で日々を送るのが， 本当に高齢者の幸せに
なるのだろうか。
（5）大規模集客施設と商店街
中心市街地を再生させるために， 大規模集客施設を中心市街地に誘致しようとする考えは， 報告書にお
いても答申においても， 強力な政策手段として取上げられている。特に，「まちづくり三法」の改正により，
より現実味を帯びてきた。
しかし， 中心市街地から遥に離れた地域に， すでに開業している大規模商業施設やその他の大規模集客
施設は， すでに集客能力があることを証明している。これらの施設に加えて， さらに中心市街地に新しく
諸施設を建築するのは， 膨大な投資を必要とするだけでなく， 二重投資を強いられることになる。
中心市街地の商業施設が衰退したのは， 人口が郊外に住居しただけでなく， 商店街としての魅力が大規
模商業施設の魅力に及ばなかったからである。大規模商業施設の利点は， 顧客の要望に常に対応している
ことである。テナントを入れ替えることにより， あるいは改築することにより， 常に顧客の要望に応える
ことができる。それだけでなく， 多層階に設けられた商店， レストラン， 映画館， 遊戯スペース， 広場な
どの従来になかった高密度街は， さらに全天候でしかもエアコンにより快適空間を演出している。老人か
ら子供まで， 丸１日楽しめる街である。従来の商店街のように早い店じまいではなく， 夜遅くまで訪れる
ことができる。シャトルバスも頻繁に運行されている。
ところが， 個人商店が中心の従来の商店街は， 顧客の要望に素早く応えるために， 商品の変更や店換え
することは不可能であるばかりか， 商店街として総合的に対応するのは難しい。その他の多くの点で， 活
性化を行うには不利な要素が多い。したがって， 商店街が自らの特性を認識し， 個性を発揮して， これら
の困難を克服しない限り， 国， 地方自治体， その他諸団体からの援助が， 援助のままで終ってしまう危険
性がある。それでも， 危機状況を認識し対策を模索しながらも立ち直った商店街もある。
（6）地方都市の中心商店街
地方都市の今後については， 答申も報告書も， いずれも厳しい状況を想定している。中心市街地再生に
は大規模集客施設の存続を可能にする最低限の定住人口が必要である。そこで， 平成の大合併が行われる
以前の九州の２つの都市圏について1985（昭和60）年から2000（平成12）年までの国勢調査の人口を手掛
かりにして， 15年間の人口の推移を明らかにしてみよう。
まず， 北九州・福岡大都市圏の地方自治体の人口の推移をみよう， 人口減少都市は， 北九州市（除小倉
南区・八幡西区）下関市， 直方市， 飯塚市， 田川市， 山田市， 中間市， 大牟田市， 柳川市， 甘木市， 八女
市， 大川市， などである。福岡県北部の北九州市を中心とする都市圏は， 押し並べて人口減少都市である。
これらの都市で， 中心市街地の再生を図るに要する定住人口規模の確保が難しい。しかも， 周辺市町村を
含めても人口は減少傾向にあり， 中心市街地の再生には赤信号が点滅している。
ついで， 鹿児島都市圏の地方自治体の人口の推移をみよう。人口減少市町村は， 第２表に示すように30
市町村の内半分の15市町村である。しかも都市では， 鹿児島市と川内市， 国分市以外はすべて人口が減少
している。
鹿児島市， 川内市， 国分市は， 周辺市町村を合併しており， さらに人口規模が拡大している。しかし，
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例えば鹿児島市には複数の繁華街がすでに存在する。さらに大規模商業施設が新しく開業したことによっ
て既存商店街への影響が懸念されている。丘陵地の多い市の地形からは， 公共交通機関であるトラムやバ
スの利用には限界がある。そればかりではなく， 合併した町村の中心商店街の求心力が低下するという新
たな問題も引き起こしている。
「まちづくり三法」は， 地方分権を推進する大きな契機を醸成すると期待されているが， 平成の大合併
により市町村の合併が促進され， 1985（昭和60）年度には3,253市町村であったのが， 2007（平成19）年
10月１日現在には1,823市町村へと大幅に減少している。
例えば， 同程度の地方自治体が合併した新しい市では， 中心市街地はどの地域を指すのか， 難しい選択
を強いられることになる。また， 規模の大きな市においては， 複数の中心が散在する場合もあるし， その
中心が時代と共に比重が変化している場合もある。そればかりでなく， すでに拡散している郊外の大規模
集客施設などとの調和をどのように図っていくかという難しい選択も， 地域の住民に任される。これから
は地方自治体と住民が， 自らの判断で， 自主的， 自立的に， 地域の運営に責任を負うことが求められてい
る。
表２　鹿児島都市圏の人口の推移
＼（単位　人） 2000年 1995年 1990年 1985年 2000-1985
鹿児島都市圏 1,087,447 1,015,481 973,133 942,408 145,039
中心市 552,098 546,292 536,752 530,502 21,596
鹿児島市 552,098 546,292 536,752 530,502 21,596
周辺市町村 535,349 469,199 436,381 411,904 17,304
川内市 73,236
串木野市　　 27,047 28,342 29,385 30,268 -3,221
指宿市 30,640 31,473 32,098 33,155 -2,515
加世田市 24,187 24,484 25,088 25,748 -1,561
国分市 53,966 50,045 46,557 40,931 13,035
垂水市 20,107 20,933 22,264 23,504 -3,397
吉田町 11,736 11,184 9,824 8,377 3,359
桜島町 4,678 4,903 5,245 5,593 -915
喜入町 12,802 12,772 12,518 12,574 228
山川町 10,835 11,354 12,237
頴娃町 14,795 15,575
開聞町 7,275 7,702 8,047
知覧町 13,896 14,136 14,599 14,721 -825
川辺町 15,456 16,081 18,492 17,330 -1,874
市来町 7,219 7,192 7,405 7,610 -391
東市来町 13,623 13,692 14,203 14,783 -1,160
伊集院町 23,961 22,651 21,253 20,032 3,929
松元町 12,065 11,039 9,803 9,495 2,570
郡山町 8,314 8,250 8,110 8,131 183
日吉町 5,934 6,088 6,461 6,807 -873
吹上町 9,873 10,360 10,758 11,403 -1,530
金峰町 8,237 8,728 9,115 9,683 -1,446
入来町 6,454 6,553 6,707 6,996 -542
加治木町 23,332 23,577 23,834 23,264 68
姶良町　 42,969 40,652 37,154 35,278 7,691
蒲生町 7,339 7,533 7,801 8,288 -949
溝辺町 8,537 8,293 8,058 7,854 683
隼人町 36,846 34,150 31,455 30,079 6,767
（資料）『大都市圏の人口』摘要データシリーズ， No2,	8,	10　総務庁統計局
（注）空白欄は都市圏に入っていない。したがって，周辺市町村の2000，1985の増加数には，川内市，
山川町，頴娃町，開聞町は除外した数値
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中心市街地の活性化
６．おわりに
これからの日本の経済社会にとって， 少子高齢社会は避けて通れない道である。その結果， 労働人口の
減少から経済成長に多くを望めないのが現実である。地方都市は， このような厳しい環境の中でなんとか
生き抜いていかなければならない。これまでのような， 消費の爆発的な増大は期待できない。限られた消
費の中で， 多くの地方都市の， 特に中心市街地の商店街は， 厳しい競争を強いられることになる。
郊外の大規模商業施設の新設立地が抑制されるとはいえ， これまでに立地したショッピングセンターの
なかには， 中心市街地にはない新しい魅力を発揮している施設も数多い。しかし， 中心市街地に新しく立
地に必要な用地を見出すことが可能なのだろうか。物理的に可能であっても， 出店を可能にする条件が得
られるのか， 中心市街地への出店社にとっては厳しい環境である。そればかりではなく， 中心市街地から
脱出した庁舎を含む公共施設などが戻ることなどは， 既存施設と新しい投資の二重負担を住民に課すこと
になる。
社会資本整備審議会の提言や福岡県の報告書で提案されているような都市機能の集積を増加させること
が果たして実現するのであろうか。
政府は，「まちづくり三法」の改正によって， 積極的に中心市街地の再生を援助しようとしている。内
閣総理大臣が本部長になる中心市街地活性化本部を設け， 基本計画は内閣総理大臣の認定事項にしてい
る。さらに， 活性化に直接係わるものが中心市街地活性化協議会を組織することなども図ろうとしている。
果たして， このような政府の呼びかけに能動的に答えることのできる中心市街地があるのだろうか， い
ささか疑問であると言わざるを得ない。これまでの商店街への補助事業と同様に， 受動的に参加すること
によって， 成果が上がらなくても満足してしまうことにならないのであろうか。
中心商店街の組合や協議会などが新しい智恵をどこまで見せることができるかが問われているといえよ
う。
